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神経心理学検査の結果で入院中の転倒の有無に差はあるのか 

～脳神経外科・脳神経内科患者での検討～ 

○永野達郎 津川武弘 

徳島県立中央病院 医療技術局 リハビリテーション技術科 

Key Word：転倒，高次脳機能，認知機能，検査 

【はじめに】転倒・転落は高齢者の日常生活動作を低下させ,寝たきりになる直接の原因としても重視されて

いる.脳卒中患者においても,身体,認知高次脳機能面で様々な症状により転倒ﾘｽｸを抱えている.回復期病棟

や在宅においては,注意障害,半側空間無視､見当識障害等の高次脳機能障害があることにより転倒・転落のﾘ

ｽｸが高いことが示されている. 

しかし,急性期病棟においては,報告は少なく,また,神経心理学検査を用いた報告も少ない現状がある. 

【目的】脳血管障害にて入院中,転倒歴の有無で神経心理学検査結果に差があるのか検討する. 

【対象】2021 年 4 月～2022 年 3 月までの期間に当院脳神経外科・脳神経内科に入院.Brunnstrom stageⅤ 

or Ⅵ,及び神経心理学検査が実施でき,入院中に転倒された 19 名と,入院中転倒歴がなく Brunnstrom stage

Ⅴ or Ⅵ,及び神経心理学検査が実施できた患者から無作為に 25 名抽出,対象として比較検討した. 

【方法】HDS-R,TMT-J の A・B,Kohs 立方体組み合わせﾃｽﾄを 2 群間において,正規性を確認後,対応のない t 検

定を実施した.有意水準は,5%未満を採用した.統計ｿﾌﾄは,r(4.1.2)を使用. 

【結果】神経心理学検査結果の平均(±標準偏差)について,非転倒群では,HDS-R18.4±6.9,Kohs 立方体組み

合わせﾃｽﾄ IQ68.4±17.7,TMT-JA97.0±45.8,TMT-JB195.6±90.5.転倒群では,HDS-R21.2±6.5,Kohs 立方体組

み合わせﾃｽﾄ 49.5±19.3,TMT-JA144.6±44.5,TMT-JB265.6±61.5. 

転倒の有無に関して,TMT-J の A,B,Kohs 立方体組み合わせﾃｽﾄにて有意差がみられた(ｐ＜0.05) 

【考察】村田ら１）の報告において,在宅障害高齢者では,身体機能低下だけでなく,注意力の低下も転倒を引

き起こす重大な要因であると述べられている.急性期においても,大きな身体機能低下がみられなくても,注

意障害を有する脳血管障害患者では,救急入院に伴う外的環境への不適応などで転倒の危険性があると考え

る. 

【結論】急性期では,ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ介入により離床・ADL 拡大していくことが多い.介入早期は患者像の把握が

不十分なこともあり,観察・身体機能評価と並行して,注意機能,知能・構成能力等の認知・高次脳機能評価を

行い,転倒に対して,予測・検討を行っていく必要があると思われる. 

【文献】 

１）村田伸 他：在宅障害高齢者の転倒に影響を及ぼす身体及び認知的要因．理学療法学第 32 巻第 2 号:88-
95 項，2005 
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脳血管疾患患者の起き上がり動作に関する因子の検討 

○日下恭平 井上俊子 角野國雄 加藤雄太 

小松島病院 

Key Word：回復期，脳血管障害，基本動作，高次脳機能 

【はじめに・目的】回復期病棟において,在宅復帰を目的とし,ADL 獲得に向けたｱﾌﾟﾛｰﾁを行なうことは重要

な役割である.そして,ADL獲得のためには起き上がり動作の獲得は最初のｽﾃｯﾌﾟであり全てに直結する重要な

動作である.起き上がり動作の研究は身体機能面に関するものは報告されているが,高次脳機能を含めた研究

は少ない.そこで本研究では身体機能面に加え当院で使用している高次脳機能評価ﾂｰﾙのﾃﾞｰﾀを用いて起き上

がり動作獲得に影響される因子を抽出し分析した.若干の考察を加え報告する. 

【対象と方法】2016 年 4 月から 2022 年 3 月 31 日までに当院を退院した脳血管疾患患者 1110 名のうち入

院時に起き上がり動作に介助を要していたもの 159 名を対象とし,退院時に起き上がり動作獲得群（以下起

き上がり獲得群）110 名と何らかの介助を要した群（以下起き上がり介助群）49 名の 2 群に分けた.まず,退

院時の起き上がり動作の可否を目的変数,年齢,当院での入院期間,入院時の健側上肢筋力,健側下肢筋力,体

幹筋力,JSS-H の各項目（注意・集中力,見当識,遠隔記憶,近時記憶,言語,図形構成,類似性問題,計算,考えの

切り替え,行動・意欲）の点数を説明変数としたﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ回帰分析を行った.そしてﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ回帰分析により

有意差が認められた項目に関しては ROC 曲線からｶｯﾄｵﾌ値を求めた.統計ｿﾌﾄは,R2.8.1 を使用した.本研究に

際し当院倫理委員会での承認を得ている. 

【結果】ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ回帰分析により,起き上がり獲得群と起き上がり介助群の比較では入院時 JSS-H 考えの切り

替え（ｵｯｽﾞ比 0.3,ｐ<0.01）,入院時体幹筋力（ｵｯｽﾞ比 1.80,ｐ<0.01）と入院時健側上肢筋力（ｵｯｽﾞ比 1.89,
ｐ<0.05）の項目に有意差を認めた.ｶｯﾄｵﾌ値は,JSS-H 考えの切り替え-0.50,入院時体幹筋力 3 入院時健側上

肢筋力 4 であった. 

【考察】本研究において起き上がり動作に影響する因子として,入院時の体幹・上肢筋力と共に JSS-H の考え

の切り替えが抽出された.脳血管疾患発症後の起き上がり動作のﾊﾟﾀｰﾝは限定され健側への起き上がりが多く,

身体の固定や重心移動が必要であり,起き上がりを獲得するためのｶｯﾄｵﾌ値が体幹:3 健側上肢:4 という数値

を示すのは当然であり,身体機能の重要性を再認識する結果となった.急性期から廃用症候群を予防し,脳血

管疾患発症前の健側筋力を出来るだけ維持することが,起き上がり動作獲得には重要であるということが確

認された.本研究を行なうにあたり高次脳機能障害が起き上がりに何らかの影響を与えている事は臨床上予

測していたが,その中で考えの切り替えが因子の一つとして抽出されたことは興味深い結果であった.JSS-H

は日本脳卒中学会で脳卒中後にみられる高次脳機能障害や認知機能障害を定量的に評価できるｽｹｰﾙとして作

成された.その中の考えの切り替えという項目は前頭葉機能の評価を目的としている.情報の整理・処理・実

行能力についてみることができ,9 枚の図形ｶｰﾄﾞを「色・形・大きさ」でそれぞれ分けることが出来るかをみ

る評価である.基本動作や ADL の動作獲得に向けては模倣や口頭での説明,反復練習を行うことが多いため,

起き上がりに関して言語能力や記憶,構成能力などが必要ではないかと予想していた.しかし,考えの切り替

えが抽出されたことは,自分で次の動作や考えを導くことが重要である起き上がり動作との関連性が高いか

らではないかと考えた.また,ﾘﾊﾋﾞﾘ室での動作練習は,設定された環境でｾﾗﾋﾟｽﾄの見守りや模倣・声掛け等の

促しを行なうことで可能となることが多いが,自室での起き上がりは,ﾍﾞｯﾄﾞの感触やｽﾍﾟｰｽ,周囲の環境が随

時変化する中で,柔軟に考えを切り替え,動作を行なっていかなければならない.そのため,早期の動作獲得の

ためには流動的な環境での動作練習を行う必要があり,その練習を行った結果,考えの切り替えの改善が困難

な場合は,実際の環境を評価し統一していくことが大事になってくると考えられる. 

本研究では起き上がり動作に焦点を当てた研究であったが,他の ADL 動作に関しても同様の因子が関係し

てくることが予測され,当然作られた環境での ADL 練習ではなく応用的に対応していけるような工夫をして

いくことが求められると考えられ,今後様々な視点で研究を行って行きたいと考える. 
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認知症，認知機能低下のある患者に対する作業療法の取り組みの現状と課題 

～一般病院における実践～ 

○山地早紀 納田一 松木美津子 菰渕莉佳子 辛島友希 

キナシ大林病院 リハビリテーション科 

Key Word：認知症，質的研究，作業遂行 

【目的】近年,認知症患者数の増加に伴い,既に入院患者の 2 割に認知症または認知機能の低下があることが

報告されている.一般病院でも,主疾患の対応と同時に認知症への対応が求められている.本研究では,当院に

て認知症,認知機能低下のある患者に対してどのような作業療法を行っているのか,取り組みに対してどのよ

うな問題点があるのか,またそれぞれの事項の関係性について明らかにすることを目的とする. 

【方法】当院の作業療法士 4 名に対してﾌｫｰｶｽｸﾞﾙｰﾌﾟｲﾝﾀﾋﾞｭｰを用いてﾃﾞｰﾀ収集を行った．ｲﾝﾀﾋﾞｭｰでは,実際

に担当した認知症患者あるいは認知機能低下のある患者に対してどのような作業療法を行ったのか,実践す

るなかでどのような配慮をし,どのような環境面への調整を行ったのか,どのようなことが困難であったか,

という項目を挙げた.ｲﾝﾀﾋﾞｭｰは 30 分程度を 2 回実施し,録音しﾃﾞｰﾀ収集を行った.分析は,逐語録を作成し,

ﾃﾞｰﾀの読み込みを行い,ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨとﾃﾞｨﾒﾝｼｮﾝの抽出を送り返し行った.ｶﾃｺﾞﾘｰ間の関係性について,対象者に正

当性の確認を行った. 

【説明と同意】参加者には,研究の目的・意義を説明し,研究参加に関する同意を書面にて得ている. 

【結果】対象者は,作業療法士 4 名（男性 1 名,女性 3 名）,経験年数は 3 年～16 年であった,ﾃﾞｰﾀ分析によ

り,【その人らしさを尊重したかかわり】【作業療法士の技能を活かした介入の工夫】【作業による離床や意欲

の促進】【入院生活の環境による制限】【目標の設定や介入の効果が分かりにくい】【介入内容の優先順位をつ

けるのが難しい】の 6 つのｶﾃｺﾞﾘｰが出現した.病院という限られた環境の中で､その人らしさ尊重したかかわ

りや作業の特性を活かした介入により離床や意欲の促進に繋がっていること,同時に作業療法士が抱えてい

る困難感や葛藤が明らかになった. 

【考察】日本作業療法士協会の発行する認知症に関する作業療法のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝでも言われている離床や意欲の

促進につながる,【その人らしさを尊重したかかわり】【作業療法士の技能を活かした介入の工夫】が当院で

も行えており,一定の作業療法の介入による変化があると考える.【入院生活による制限】よりｺﾛﾅ禍による影

響はとても大きい.面会制限による身体拘束の実施率の増加も先行研究では言われている.そして,【目標の設

定や介入の効果が分かりにくい】【介入内容の優先順位をつけるのが難しい】という具体的な課題が明らかに

なった.客観的な評価法についての学習や使用を行うこと,他職種の理解や協力を得ながら介入の調整を行う

ことが必要であると考える. 

セッションⅤ—3 その他Ⅰ(研究)               1 月 29 日(日) 9：50～10：40 

脳血管疾患患者の起き上がり動作に関する因子の検討 

○日下恭平 井上俊子 角野國雄 加藤雄太 

小松島病院 

Key Word：回復期，脳血管障害，基本動作，高次脳機能 

【はじめに・目的】回復期病棟において,在宅復帰を目的とし,ADL 獲得に向けたｱﾌﾟﾛｰﾁを行なうことは重要

な役割である.そして,ADL獲得のためには起き上がり動作の獲得は最初のｽﾃｯﾌﾟであり全てに直結する重要な

動作である.起き上がり動作の研究は身体機能面に関するものは報告されているが,高次脳機能を含めた研究

は少ない.そこで本研究では身体機能面に加え当院で使用している高次脳機能評価ﾂｰﾙのﾃﾞｰﾀを用いて起き上

がり動作獲得に影響される因子を抽出し分析した.若干の考察を加え報告する. 

【対象と方法】2016 年 4 月から 2022 年 3 月 31 日までに当院を退院した脳血管疾患患者 1110 名のうち入

院時に起き上がり動作に介助を要していたもの 159 名を対象とし,退院時に起き上がり動作獲得群（以下起

き上がり獲得群）110 名と何らかの介助を要した群（以下起き上がり介助群）49 名の 2 群に分けた.まず,退

院時の起き上がり動作の可否を目的変数,年齢,当院での入院期間,入院時の健側上肢筋力,健側下肢筋力,体

幹筋力,JSS-H の各項目（注意・集中力,見当識,遠隔記憶,近時記憶,言語,図形構成,類似性問題,計算,考えの

切り替え,行動・意欲）の点数を説明変数としたﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ回帰分析を行った.そしてﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ回帰分析により

有意差が認められた項目に関しては ROC 曲線からｶｯﾄｵﾌ値を求めた.統計ｿﾌﾄは,R2.8.1 を使用した.本研究に

際し当院倫理委員会での承認を得ている. 

【結果】ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸ回帰分析により,起き上がり獲得群と起き上がり介助群の比較では入院時 JSS-H 考えの切り

替え（ｵｯｽﾞ比 0.3,ｐ<0.01）,入院時体幹筋力（ｵｯｽﾞ比 1.80,ｐ<0.01）と入院時健側上肢筋力（ｵｯｽﾞ比 1.89,
ｐ<0.05）の項目に有意差を認めた.ｶｯﾄｵﾌ値は,JSS-H 考えの切り替え-0.50,入院時体幹筋力 3 入院時健側上

肢筋力 4 であった. 

【考察】本研究において起き上がり動作に影響する因子として,入院時の体幹・上肢筋力と共に JSS-H の考え

の切り替えが抽出された.脳血管疾患発症後の起き上がり動作のﾊﾟﾀｰﾝは限定され健側への起き上がりが多く,

身体の固定や重心移動が必要であり,起き上がりを獲得するためのｶｯﾄｵﾌ値が体幹:3 健側上肢:4 という数値

を示すのは当然であり,身体機能の重要性を再認識する結果となった.急性期から廃用症候群を予防し,脳血

管疾患発症前の健側筋力を出来るだけ維持することが,起き上がり動作獲得には重要であるということが確

認された.本研究を行なうにあたり高次脳機能障害が起き上がりに何らかの影響を与えている事は臨床上予

測していたが,その中で考えの切り替えが因子の一つとして抽出されたことは興味深い結果であった.JSS-H

は日本脳卒中学会で脳卒中後にみられる高次脳機能障害や認知機能障害を定量的に評価できるｽｹｰﾙとして作

成された.その中の考えの切り替えという項目は前頭葉機能の評価を目的としている.情報の整理・処理・実

行能力についてみることができ,9 枚の図形ｶｰﾄﾞを「色・形・大きさ」でそれぞれ分けることが出来るかをみ

る評価である.基本動作や ADL の動作獲得に向けては模倣や口頭での説明,反復練習を行うことが多いため,

起き上がりに関して言語能力や記憶,構成能力などが必要ではないかと予想していた.しかし,考えの切り替

えが抽出されたことは,自分で次の動作や考えを導くことが重要である起き上がり動作との関連性が高いか

らではないかと考えた.また,ﾘﾊﾋﾞﾘ室での動作練習は,設定された環境でｾﾗﾋﾟｽﾄの見守りや模倣・声掛け等の

促しを行なうことで可能となることが多いが,自室での起き上がりは,ﾍﾞｯﾄﾞの感触やｽﾍﾟｰｽ,周囲の環境が随

時変化する中で,柔軟に考えを切り替え,動作を行なっていかなければならない.そのため,早期の動作獲得の

ためには流動的な環境での動作練習を行う必要があり,その練習を行った結果,考えの切り替えの改善が困難

な場合は,実際の環境を評価し統一していくことが大事になってくると考えられる. 

本研究では起き上がり動作に焦点を当てた研究であったが,他の ADL 動作に関しても同様の因子が関係し

てくることが予測され,当然作られた環境での ADL 練習ではなく応用的に対応していけるような工夫をして

いくことが求められると考えられ,今後様々な視点で研究を行って行きたいと考える. 

セッションⅤ—2 その他Ⅰ(研究)               1 月 29 日(日) 9：50～10：40 
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当院外来呼吸リハビリテーションの現状と課題 
○高岡宏 

松山赤十字病院 リハビリテーション科 
Key Word：外来呼吸リハビリテーション，作業療法，短期間，低頻度 

【はじめに】呼吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝに関するｽﾃｰﾄﾒﾝﾄにおいて,呼吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝとは呼吸器に関連した病気を持つ患

者が,疾患を自身で管理して自立できるように生涯にわたり継続して支援していくための個別化された包括

的介入であると提唱している.しかし,在宅呼吸ｹｱ白書によると,在宅酸素療法が必要な患者の約 3 割でしか呼

吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝが実施されず十分に普及していないとされている. 
【目的】当院では,2018 年から在宅酸素療法使用中の患者に対しての外来ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（以下：HOT 外来）を実

施している.1 カ月に 1 回を 3 回実施し,1・3 回目を理学療法士,2 回目を作業療法士が担当している.今回,短期

間・低頻度の当院 HOT 外来における患者の現状と課題について報告する. 
【対象】2018 年 12 月から 2022 年 9 月までの期間に,当院 HOT 外来を利用した患者 75 名の内,3 回全て参加

し且つ評価項目全ての記録のある 21 名（年齢平均 75±6 歳,男性 17 名,女性 4 名）を対象とした. 
【方法】身体機能の評価は,体重・握力・下肢筋力・6 分間歩行ﾃｽﾄ・MRC 息切れｽｹｰﾙ・CS-30・CAT を実施し

た.ADL 評価は NRADL を使用した.認知機能検査は HDS-R,前頭葉機能検査は FAB を使用した.QOL 評価は SF-36（ｽ

ﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ版）を使用した.また,酸素の使用状況・同居家族の有無・介護保険の利用の有無の聞き取りを実施し

た.ｴｸｾﾙ統計ｿﾌﾄにて,身体機能の評価を Wilcoxon の順位和検定を用い p＜0.05 を有意水準とした.NRADL・HDS-

R・FAB をｽﾋﾟｱﾏﾝの順位相関係数を用いて検定した.酸素の使用状況・同居家族の有無・介護保険の利用の有無

の割合を算出した. 
【結果】75 名中 3 回全て参加できたのは 45 名,脱落率は約 34%.身体機能は全てにおいて有意差を認めなかっ

た.SF-36 の平均は,身体機能 19.2,日常役割機能（身体）12.2,体の痛み 9.09,全体的健康感 14.4,活力 12.09,社
会役割機能 7.71,日常役割機能（精神）10.6,心の健康 18.3 であった.NRADL は平均 45.9 点,HDS-R は平均 26.3
点,FABは平均 12.9 点であり,それぞれに相関関係は認めなかった.酸素使用状況では,常時酸素を使用している

患者は約 35%,約 65%の患者が日常的に酸素を使用していないという結果であった.介護保険を利用している患

者は約 20%.同居家族のいる患者は約 30%.介護保険を利用している患者の内,常時酸素を使用している患者は

約 65%.また,同居家族のいる患者の内,常時酸素を使用している患者は約 70%.介護保険の利用なく,同居家族も

ない患者では 100%常時酸素を使用していないという結果であった.HDS-R が 30 点の患者や FAB が 17 点以上

の患者においても高率に酸素をしていないという結果であった. 
【考察】田中らの報告では外来呼吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの脱落率は 33.3%と,当院 HOT 外来も同様の結果であった.当院

での脱落理由は,急性増悪による入院,体調不良による自己中止が多く,これらは田中らの報告とほぼ同様であ

った.小谷らは,6 カ月間に月 1・2 回の外来ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝでは握力・下肢筋力・身体活動に有意な改善はみられ

なかったと報告している.当院 HOT 外来でも同様の結果であり,身体機能が 3 カ月間維持されていることも重

要な事だと考えられる.在宅酸素療法患者の QOL は国民標準値と比較しとても低いと示唆された.今回の調査

で最も注視したい点は,約 65%の患者が常時酸素を使用していないという事であり,それらはHDS-Rや FABと関

連していないのではないかという事である.介護保険の利用や同居家族の有無が酸素利用の大きな役割を担

っていると考えられ,患者のみの指導ではなく,同居家族と共に ADL 指導・社会資源の利用についての指導を行

うことが重要であると考えられる.安藤らは,呼吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝは患者の生活ｽﾀｲﾙを改善するﾌﾟﾛｾｽであり,予防

的介入こそ重要と報告している. 
【まとめ】外来呼吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝでは完遂すれば,短期間・低頻度でも身体機能は維持される.酸素療法患者の

NRADL・FAB・SF-36 は低下している.常時酸素を使用していない患者が多く,認知機能との関連よりも社会資源・

同居家族の有無が影響している. 
【倫理的配慮】本研究は松山赤十字病院倫理審査委員会（承認番号：986）の承認を得て実施した. 

セッションⅤ—4 その他Ⅰ(研究)                1 月 29 日(日) 9：50～10：40 
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長母指屈筋腱癒着に対する剥離術後のハンドセラピィ  

～スプリント療法に着目した一考察～ 

○大浦敦樹 1） 津川亮介 1） 瀬尾滉貴 1） 小松原悟史（医師）1）2） 加地良雄（医師）3） 

             １）香川大学医学部附属病院リハビリテーション部 

             ２）香川大学医学部附属病院リハビリテーション科 

                ３）香川大学医学部整形外科 

Key word：長母指屈筋腱癒着，腱滑走，ダイナミックスプリント，夜間スプリント 

【緒言】 

 屈筋腱剥離術後のﾊﾝﾄﾞｾﾗﾋﾟｨは,supple joint の確保,術後早期の手指自動・他動運動の実施,手指を屈曲位

に保持する屈曲位固定が有効とされているが,長期屈曲位固定により屈曲拘縮,伸展不全の発生が懸念され,

その固定方法に関しては現在も議論されている.そこで,長母指屈筋腱(以下：FPL 腱)剥離術後患者に対して

日中の母指 MP・IP 関節を伸展及び屈曲方向へ牽引する伸展屈曲併用ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽﾌﾟﾘﾝﾄと夜間の伸展保持ｽﾌﾟﾘﾝﾄ

を用いることで腱の再癒着なく良好な経過であった症例を経験したので報告する. 

【対象】 

50 代男性.ﾌｫｰｸﾘﾌﾄのﾀｲﾔに挟まった金属を取ろうとして右掌橈側を挫滅した.右 FPL 腱断裂を指摘され,前

医で腱縫合術を施行された.その後 FPL 腱癒着による母指伸展屈曲障害を認めたため,当院に入院し,腱剥離

術が施行された.倫理的配慮として口頭にて本人に説明し,発表に関する同意を得ている. 
【術前評価】 

 右母指自動関節可動域(MP 伸展-20°屈曲 60°,IP 伸展-16°屈曲 40°),%TAM（67.9%）,母指指尖手掌間

距離(45mm),対立ﾃｽﾄ(7/10 点),握力(右 24.6kg 健側比 109%),ﾋﾟﾝﾁ力(右 2.7kg 健側比 75%)であった.患者

立脚型評価は Hand20(15.7/100 点),Quick DASH(症状ｽｺｱ 25 点 仕事ｽｺｱ 25 点)であった. 

【経過および結果】 

 術翌日から自動・他動関節可動域練習およびｽﾌﾟﾘﾝﾄ療法を開始し,物理療法はﾊﾝﾄﾞｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀｰと運動後のｱｲ

ｼﾝｸﾞを徹底した.術後 14 日目(抜糸後)から超音波療法を開始した.日中のｽﾌﾟﾘﾝﾄ療法は,伸展屈曲併用ﾀﾞｲﾅﾐｯ

ｸｽﾌﾟﾘﾝﾄを作成し,装着下での手指屈伸運動(30 回)と 1 時間ごとに伸展,屈曲を交代するよう指導し,4 週間継

続した.夜間は伸展保持ｽﾌﾟﾘﾝﾄを 6 週間継続した.術後 22 日目に自宅退院となり,簡単な作業から仕事復帰さ

れた. 

 最終評価時(術後 21 日目)は右母指自動関節可動域(MP 伸展 10°屈曲 66°,IP 伸展 20°屈曲 72°),%TAM

（88.4%）,母指指尖手掌間距離(28mm),対立ﾃｽﾄ(10/10 点),握力(右 24.3kg 健側比 103%),ﾋﾟﾝﾁ力(右 2.4kg 
健側比 69%)であった.患者立脚型評価は Hand20(4/100 点),Quick DASH(症状ｽｺｱ 2.27 点)で改善がみられた. 

【考察】 

 屈筋腱癒着に関して,術後の浮腫は癒着を促進する因子で,滑走運動においても摩擦抵抗が生じ,運動の制

限となる可能性がある.奥村は術後の固定肢位に関して,伸展制限が強い場合は伸展固定とし,近位・遠位の両

方向に腱滑走を促し再癒着防止に努める必要があると述べている.本症例において,浮腫の予防に加え,伸展

屈曲併用ｽﾌﾟﾘﾝﾄを装着し,筋収縮による自動運動での近位滑走,伸張運動による遠位滑走を促せたことで十分

な滑走が得られた.また,夜間は伸展固定とし,腱剥離部を遠位へ滑走させた状態で保持したことで腱の再癒

着なく伸展角度が保たれた.このことから日中は近位・遠位ともに滑走を促せるｽﾌﾟﾘﾝﾄの工夫,夜間は伸展固

定を行うことで再癒着の防止,母指伸展屈曲可動域の維持に繋がると考えられた. 

セッションⅥ—1 運動器Ⅰ                  1 月 29 日(日) 9：50～10：40 

当院外来呼吸リハビリテーションの現状と課題 
○高岡宏 

松山赤十字病院 リハビリテーション科 
Key Word：外来呼吸リハビリテーション，作業療法，短期間，低頻度 

【はじめに】呼吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝに関するｽﾃｰﾄﾒﾝﾄにおいて,呼吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝとは呼吸器に関連した病気を持つ患

者が,疾患を自身で管理して自立できるように生涯にわたり継続して支援していくための個別化された包括

的介入であると提唱している.しかし,在宅呼吸ｹｱ白書によると,在宅酸素療法が必要な患者の約 3 割でしか呼

吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝが実施されず十分に普及していないとされている. 
【目的】当院では,2018 年から在宅酸素療法使用中の患者に対しての外来ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（以下：HOT 外来）を実

施している.1 カ月に 1 回を 3 回実施し,1・3 回目を理学療法士,2 回目を作業療法士が担当している.今回,短期

間・低頻度の当院 HOT 外来における患者の現状と課題について報告する. 
【対象】2018 年 12 月から 2022 年 9 月までの期間に,当院 HOT 外来を利用した患者 75 名の内,3 回全て参加

し且つ評価項目全ての記録のある 21 名（年齢平均 75±6 歳,男性 17 名,女性 4 名）を対象とした. 
【方法】身体機能の評価は,体重・握力・下肢筋力・6 分間歩行ﾃｽﾄ・MRC 息切れｽｹｰﾙ・CS-30・CAT を実施し

た.ADL 評価は NRADL を使用した.認知機能検査は HDS-R,前頭葉機能検査は FAB を使用した.QOL 評価は SF-36（ｽ

ﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ版）を使用した.また,酸素の使用状況・同居家族の有無・介護保険の利用の有無の聞き取りを実施し

た.ｴｸｾﾙ統計ｿﾌﾄにて,身体機能の評価を Wilcoxon の順位和検定を用い p＜0.05 を有意水準とした.NRADL・HDS-

R・FAB をｽﾋﾟｱﾏﾝの順位相関係数を用いて検定した.酸素の使用状況・同居家族の有無・介護保険の利用の有無

の割合を算出した. 
【結果】75 名中 3 回全て参加できたのは 45 名,脱落率は約 34%.身体機能は全てにおいて有意差を認めなかっ

た.SF-36 の平均は,身体機能 19.2,日常役割機能（身体）12.2,体の痛み 9.09,全体的健康感 14.4,活力 12.09,社
会役割機能 7.71,日常役割機能（精神）10.6,心の健康 18.3 であった.NRADL は平均 45.9 点,HDS-R は平均 26.3
点,FABは平均 12.9 点であり,それぞれに相関関係は認めなかった.酸素使用状況では,常時酸素を使用している

患者は約 35%,約 65%の患者が日常的に酸素を使用していないという結果であった.介護保険を利用している患

者は約 20%.同居家族のいる患者は約 30%.介護保険を利用している患者の内,常時酸素を使用している患者は

約 65%.また,同居家族のいる患者の内,常時酸素を使用している患者は約 70%.介護保険の利用なく,同居家族も

ない患者では 100%常時酸素を使用していないという結果であった.HDS-R が 30 点の患者や FAB が 17 点以上

の患者においても高率に酸素をしていないという結果であった. 
【考察】田中らの報告では外来呼吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの脱落率は 33.3%と,当院 HOT 外来も同様の結果であった.当院

での脱落理由は,急性増悪による入院,体調不良による自己中止が多く,これらは田中らの報告とほぼ同様であ

った.小谷らは,6 カ月間に月 1・2 回の外来ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝでは握力・下肢筋力・身体活動に有意な改善はみられ

なかったと報告している.当院 HOT 外来でも同様の結果であり,身体機能が 3 カ月間維持されていることも重

要な事だと考えられる.在宅酸素療法患者の QOL は国民標準値と比較しとても低いと示唆された.今回の調査

で最も注視したい点は,約 65%の患者が常時酸素を使用していないという事であり,それらはHDS-Rや FABと関

連していないのではないかという事である.介護保険の利用や同居家族の有無が酸素利用の大きな役割を担

っていると考えられ,患者のみの指導ではなく,同居家族と共に ADL 指導・社会資源の利用についての指導を行

うことが重要であると考えられる.安藤らは,呼吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝは患者の生活ｽﾀｲﾙを改善するﾌﾟﾛｾｽであり,予防

的介入こそ重要と報告している. 
【まとめ】外来呼吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝでは完遂すれば,短期間・低頻度でも身体機能は維持される.酸素療法患者の

NRADL・FAB・SF-36 は低下している.常時酸素を使用していない患者が多く,認知機能との関連よりも社会資源・

同居家族の有無が影響している. 
【倫理的配慮】本研究は松山赤十字病院倫理審査委員会（承認番号：986）の承認を得て実施した. 

セッションⅤ—4 その他Ⅰ(研究)                1 月 29 日(日) 9：50～10：40 
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選択的手内在筋訓練中の母指 関節症罹患関節の動態

○大石大 上羽宏明 安並洋晃 井津直哉 町田佐和 堀野友貴

１）高知大学医学部附属病院医療技術部リハビリテーション部門

２）高知大学医学部整形外科

３）高知大学医学部附属病院医療技術部放射線部門

Key Word：第一背側骨間筋，母指 関節症，ハンドセラピィ

【はじめに】

手指の第一背側骨間筋 は示指の外転筋であると同時に 母指手根中手 関節の動的安定化機構

としてよく知られている 健常母指 関節を用いた研究では 示指を外転する選択的手内在筋訓練が第一

中手骨 1 の亜脱臼を改善することが報告されており 母指 関節症に対するﾊﾝﾄﾞｾﾗﾋﾟｨに用いられて

きた しかし 本訓練中の母指 関節症罹患関節を観察した例はなく 生体力学的な効果は不明である

【目的】

選択的手内在筋訓練中の母指 関節症罹患関節を観察し その動態を明らかにすること

【方法】

母指 関節症罹患関節 10 関節（ 群：女性 10 例 10 手・63［52 83］歳・ Ⅱ1 例 Ⅲ8
例 Ⅳ1 例）及び健常母指 関節 10 関節（健常群：女性 5 例 10 手・49［38 60］歳）を対象とした 撮

影機器には 3 0 ﾃｽﾗ 撮影装置（ ）を用い 撮影には

法を用いた 撮影時にはｺｲﾙの中央に撮影用ｼﾞｸﾞを設置し 各

対象を前腕・手関節中間位 母指掌側外転 35°で固定した 十分な練習を行った後 5 秒間の最大努力での

示指外転運動（選択的手内在筋訓練）を行いながら矢状断と冠状断の動画撮影を行った 動画は 30 ﾌﾚｰﾑ

秒に再構成し 2 次元運動解析ｿﾌﾄｳｪｱ（ Ⅴ）で大菱形骨に対する 1 の位置変化と角度変化を

解析した 更に 3 法により撮影した体軸断面 1 強調像から 3 医用画像処理ｿﾌﾄｳｪｱ

（ Ⅱ）を用いて の体積を計測し 各対象の で標準化した

【結果】

1 の解析結果を１から 30 ﾌﾚｰﾑの変化量で示す 矢状断では 群の 1 は橈側に 0 6±0 2 平均±

標準誤差 ｼﾌﾄし 尺側に 3 1±1 9°回転しており 健常群では掌側に 1 1±0 4 ｼﾌﾄし 橈側に 5 7±
0 8°回転していた 冠状断では 群の 1 は掌側に 0 1±0 2 ｼﾌﾄし 背側に 5 9±1 2°回転してお

り 健常群では掌側に 0 2±0 1 ｼﾌﾄし 掌側に 0 7±2 5°回転していた 矢状断におけるｼﾌﾄ及び角度

変化と冠状断における角度変化において群間に有意差を認めた（ 0 05） 体軸断面 1 強調像から導い

た の 体積は 群 28［26 32］ 中央値［四分位範囲］ ㎤ 健常群は 39［18 41］㎤ であ

り 群間に有意差を認めた（ 0 01）
【考察】

選択的手内在筋訓練中の母指 関節症罹患関節は が橈側にｼﾌﾄしながら尺背側に回転してい

た の 体積の差は痛みと不使用による萎縮を示唆するものと考えられ 手外在筋とのｲﾝﾊﾞﾗﾝｽが推察

された 群は不安定性と亜脱臼に加え 筋のｲﾝﾊﾞﾗﾝｽにより が動的安定化機構として十分に作用せ

ず 長母指外転筋と長母指伸筋のﾓｰﾒﾝﾄが に働いた結果 橈背側に亜脱臼するかのような動態がみられ

たと考察した
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手根管症候群患者の母指回内角度と CTSⅠ-JSSH 機能的状態のスケールとの関連性の検討 

○鶴代奈月１） 山家恭平 1) 日比野直仁 2) 横尾由紀 2) 

１）地方独立行政法人徳島県鳴門病院リハビリテーション技術科 

２）地方独立行政法人徳島県鳴門病院整形外科手の外科センター 

Key Word：手根管症候群，母指，ADL 

【緒言】手根管症候群（以下,CTS）患者の中には母指球筋萎縮が著明となることで,ﾋﾟﾝﾁ動作困難になり日常

生活動作（以下,ADL）に影響を及ぼすことがある.ﾋﾟﾝﾁ動作は母指回内運動を伴うが,母指回内角度の測定に

ついて,十分な再現性が得られる妥当性の高い評価方法は確立されておらず,ADL との関連性は明らかにされ

ていない.近年,再現性の高い母指回内角度の測定方法が報告されており,この方法を用いて CTSⅠ-JSSH 機能

的状態のｽｹｰﾙ（以下,CTSⅠ-FS）との関連性を検討し,ADL に及ぼす影響が明らかになれば,母指回内運動の改

善に視点をおいたｱﾌﾟﾛｰﾁの重要性を検証できる可能性がある.そこで本研究は,母指回内角度と患者立脚型評

価である CTSⅠ-FS との関連性について検討した. 

【対象・方法】2021 年 2 月から 2022 年 8 月までに,当院にて手根管開放術を施行した 103 名のうち,腱鞘炎

合併例,CTS 再発例,頸椎疾患などを除外した 55 名 (男性: 17 名,女性: 38 名,年齢: 66.3±14.1 歳) を対

象とした.術前に,デジタル角度計を用いて左右の自動母指回内角度を測定し,評価日から 2 週間前までのADL

の困難さを CTSⅠ-FS を使用して評価した.自動母指回内角度と CTSⅠ-FS を構成する 8 項目（文字を書く,ﾎﾞ

ﾀﾝをかける,読書中本を持つ,電話の受話器を持つ,びんのふたを開ける,家事,買い物袋を持つ,入浴および着

脱衣）との関連性を検討するために Spearman の相関係数を算出し,統計解析は SPSS24.0J を使用し,有意水

準を 5%未満とした. 

【結果】術側の自動母指回内角度とﾎﾞﾀﾝをかける (r = -0.450, p < 0.05),読書中本を持つ (r = -0.489, 
p < 0.05),びんのふたを開ける (r = -0.391, p < 0.05) の 3 項目に,それぞれ負の相関関係が認められた.

一方,その他の 5 項目について,相関関係は認められなかった.  

【考察】本研究より,母指球筋の萎縮により母指回内角度が低下すると,ﾎﾞﾀﾝをかける,読書中本を持つ,びん

のふたを開ける動作が,他の動作よりも困難になる可能性が示された.ﾎﾞﾀﾝをかける動作は,母指を掌側外転

し母指回内位を保持しながら行う巧緻動作のため,母指回内角度が低下すると pulp pinch できず困難な動作

になったと考えられる.また,読書中本を持つ,およびびんのふたを開ける動作も同様に母指掌側外転で母指

回内角度を保持しながら筋力を発揮する必要があり,母指球筋を構成する短母指外転筋,短母指屈筋,母指対

立筋の筋力低下が生じたことで,それぞれの動作が困難になったと考えられる.CTS 患者の中には長期に渡っ

て症状が進行し母指球筋萎縮に至る例も存在するが,side pinch で代償し ADL に困難さを生じない患者も少

なくはない.side pinch を行うときに働く母指内転筋は母指球筋を構成するひとつであるが,尺骨神経支配の

ため CTS 患者では障害されない.したがって,他の 5 項目については,pulp pinch が不十分でも,side pinch で

動作を代償できたことが,母指回内角度と関連が認められなかった原因であると考えられる.これらのことか

ら,母指回内角度の低下に伴い影響を受ける ADL が明らかになり,術前から注意して動作の遂行能力を評価し,

術後は動作獲得のために行う神経筋再教育など一般的な作業療法に加えて,母指回内角度を改善させるﾌﾟﾛｸﾞ

ﾗﾑが重要になる可能性が示唆された. 

セッションⅥ—3 運動器Ⅰ                  1 月 29 日(日) 9：50～10：40 

選択的手内在筋訓練中の母指 関節症罹患関節の動態

○大石大 上羽宏明 安並洋晃 井津直哉 町田佐和 堀野友貴

１）高知大学医学部附属病院医療技術部リハビリテーション部門

２）高知大学医学部整形外科

３）高知大学医学部附属病院医療技術部放射線部門

Key Word：第一背側骨間筋，母指 関節症，ハンドセラピィ

【はじめに】

手指の第一背側骨間筋 は示指の外転筋であると同時に 母指手根中手 関節の動的安定化機構

としてよく知られている 健常母指 関節を用いた研究では 示指を外転する選択的手内在筋訓練が第一

中手骨 1 の亜脱臼を改善することが報告されており 母指 関節症に対するﾊﾝﾄﾞｾﾗﾋﾟｨに用いられて

きた しかし 本訓練中の母指 関節症罹患関節を観察した例はなく 生体力学的な効果は不明である

【目的】

選択的手内在筋訓練中の母指 関節症罹患関節を観察し その動態を明らかにすること

【方法】

母指 関節症罹患関節 10 関節（ 群：女性 10 例 10 手・63［52 83］歳・ Ⅱ1 例 Ⅲ8
例 Ⅳ1 例）及び健常母指 関節 10 関節（健常群：女性 5 例 10 手・49［38 60］歳）を対象とした 撮

影機器には 3 0 ﾃｽﾗ 撮影装置（ ）を用い 撮影には

法を用いた 撮影時にはｺｲﾙの中央に撮影用ｼﾞｸﾞを設置し 各

対象を前腕・手関節中間位 母指掌側外転 35°で固定した 十分な練習を行った後 5 秒間の最大努力での

示指外転運動（選択的手内在筋訓練）を行いながら矢状断と冠状断の動画撮影を行った 動画は 30 ﾌﾚｰﾑ

秒に再構成し 2 次元運動解析ｿﾌﾄｳｪｱ（ Ⅴ）で大菱形骨に対する 1 の位置変化と角度変化を

解析した 更に 3 法により撮影した体軸断面 1 強調像から 3 医用画像処理ｿﾌﾄｳｪｱ

（ Ⅱ）を用いて の体積を計測し 各対象の で標準化した

【結果】

1 の解析結果を１から 30 ﾌﾚｰﾑの変化量で示す 矢状断では 群の 1 は橈側に 0 6±0 2 平均±

標準誤差 ｼﾌﾄし 尺側に 3 1±1 9°回転しており 健常群では掌側に 1 1±0 4 ｼﾌﾄし 橈側に 5 7±
0 8°回転していた 冠状断では 群の 1 は掌側に 0 1±0 2 ｼﾌﾄし 背側に 5 9±1 2°回転してお

り 健常群では掌側に 0 2±0 1 ｼﾌﾄし 掌側に 0 7±2 5°回転していた 矢状断におけるｼﾌﾄ及び角度

変化と冠状断における角度変化において群間に有意差を認めた（ 0 05） 体軸断面 1 強調像から導い

た の 体積は 群 28［26 32］ 中央値［四分位範囲］ ㎤ 健常群は 39［18 41］㎤ であ

り 群間に有意差を認めた（ 0 01）
【考察】

選択的手内在筋訓練中の母指 関節症罹患関節は が橈側にｼﾌﾄしながら尺背側に回転してい

た の 体積の差は痛みと不使用による萎縮を示唆するものと考えられ 手外在筋とのｲﾝﾊﾞﾗﾝｽが推察

された 群は不安定性と亜脱臼に加え 筋のｲﾝﾊﾞﾗﾝｽにより が動的安定化機構として十分に作用せ

ず 長母指外転筋と長母指伸筋のﾓｰﾒﾝﾄが に働いた結果 橈背側に亜脱臼するかのような動態がみられ

たと考察した
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デジタルゴニオメータを用いた母指回内角度測定法の検者間信頼性 
○山家恭平１） 鶴代奈月１） 里浦雅也１） 日比野直仁２） 

１）地方独立行政法人徳島県鳴門病院リハビリテーション技術科 

２）地方独立行政法人徳島県鳴門病院手の外科センター 

Key Word：母指，評価法，手根管症候群 

【はじめに】一般的に母指対立運動は,母指の回内,屈曲,および掌側外転の複合であり,つまみ動作において

重要と考えられている.また,手根管症候群において,母指回内角度の低下は,ﾋﾟﾝﾁ力および対立動作の低下と

相関することが明らかになっている.一方,我々はﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾞﾆｵﾒｰﾀを用いた母指回内角度測定法を考案し,高い

検者内信頼性および 3 軸角速度計との相関を得ている.しかし,検者間での測定誤差の影響については明らか

になっておらず,普及化されていない.本法における検者間の高い信頼性を検証することは,手根管症候群に

よる運動麻痺の経時的評価法として多施設で活用できる可能性がある. 

【目的】ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾞﾆｵﾒｰﾀを用いた母指回内角度測定法の検者間信頼性について検討すること. 

【方法】被検者は,手指の外傷を有していない健常成人 5 名の両側母指であり,検者は 2 名 (検者 A,B) とし

た.検者の作業療法士の経験年数は,検者 A が 12 年,検者 B が 4 年であった.測定には伊藤超短波社製のﾃﾞｼﾞﾀ

ﾙｺﾞﾆｵﾒｰﾀ (easy angle®) を使用し,第一中手骨背側に貼付した splint 材を指標に,母指回内角度の測定を実

施した.また,検者は,それぞれ 20 分程度の測定練習後に測定を開始した.被検者には,机上に前腕回外位,手

関節掌背屈中間位,示指から小指の MP,PIP,および DIP 関節伸展 0 度で固定し,母指最大橈側外転位から最大

掌側外転位まで自動運動を行わせた.なお,運動開始から終了までの角度変化を,対立動作時の母指回内角度

としており,各 3 回の測定後に,平均値を算出した.統計解析には SPSS ver.25.0 を使用し,級内相関係数 

(ICC) を用いて,本法における検者間信頼性 ICC (2,1) を算出しており,有意水準は 5%未満とした.本研究は,

対象者に研究内容を口頭および書面にて説明した後,同意を得て開始した. 

【結果】対立時の母指回内角度の平均値は,検者 A が 19.7 ± 3.7 度,検者 B が 19.2 ± 4.3 度で,ICC (2,1) 
は 0.97 であった． 

【考察】本研究の結果より,母指回内角度測定法は,高い検者間信頼性を得られることが明らかとなった.その

要因として,外観からは観察困難な第一中手骨背面に splint 材を貼付したことで,測定指標が明確化され,移

動軸を正確に追跡出来たためと考えられる.また,本法は,作業療法士が普段から行なっているｺﾞﾆｵﾒｰﾀを用い

た関節可動域測定法に近似しているため,検者の経験年数に関わらず,短時間で習得出来る可能性がある.本

研究の結果から,ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾞﾆｵﾒｰﾀを用いた母指回内角度測定法は高い検者間信頼性が得られたことから,今後,

手根管症候群による運動麻痺の経時的評価法として活用できる可能性があり,疾患の特異的な機能評価およ

び多施設研究に汎用できる可能性が示唆された. 
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徳島県における作業療法士の就労支援実態と課題 

 〇村上義和 1) 大前博司 2) 野尻裕 3) 佐尾山諭４) 高橋真也 5) 

１）サービス付き高齢者向け住宅 久千田 ２）徳島大学病院 リハビリテーション部 

 ３）伊月病院 デイケアセンター ４）鴨島病院 リハビリテーション部 

５）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構徳島支部 徳島障害者職業センター 

Key Word：就労支援，アンケート，実態調査 

【はじめに】「第三次作業療法 5 ヵ年戦略」では地域包括ｹｱｼｽﾃﾑへの寄与を推進していくための重要事項の

一つとして,就労支援実績の提示と他職種,他団体との交流を図ることが掲げられているが,作業療法士（以

下,OT）による復職・就労支援の実態を報告したものは少ない.徳島県作業療法士会では平成 30 年 10 月よ

り就労支援 SIG（Special Interest Group）が認可され, 9 医療機関の OT が参加し活動している.今回,徳島

県の就労支援の実態を調査し,就労支援 SIG が取り組むべき課題を明らかにすることを目的にｱﾝｹｰﾄ調査を実

施し,結果として就労支援の制度に対する知識が不足しているとの課題が得られたので報告する. 

【方法】ｱﾝｹｰﾄは選択式と自由記述式の質問紙調査を実施した.対象者は地方厚生支局ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを参考に急性

期,回復期機能を有する医療機関に属する作業療法士を対象とした.回答期間はｱﾝｹｰﾄ発送から 3 週間とし,内

容は経験年数と所属,就労支援実績と対象疾患,復職・就労を目的としたﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ内容,情報収集先,就労支

援に対する課題の質問とした.倫理的配慮として各医療機関の代表者を選定し,協力は自由意志,匿名での調

査,得られた情報は保護することを口頭にて説明し,文書にて案内を行った.郵送法による調査として返送方

法は返信用封筒を同封し,代表者にて回収,返送を依頼した. 

【結果】回収率は 87%（307/354）で臨床経験年数は 1 年目から 31 年目までと幅広い結果であった．所属

領域では急性期 11%，回復期 65%，生活期 9%，介護保険分野 15%であった．就労支援の経験がある OT は

24.7%に留まり，対象疾患は脳血管障害が最も多い結果となった．復職・就労を目的としたﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ内容

については生活ﾘｽﾞﾑの構築が 55.7%，次いで体力・耐久性 52%,服薬管理 46%,公共交通機関の利用が 42%，
自動車運転は 36%となった．就労支援を行う場合の情報収集先については本人 70%，事業所 51%，他機関

41%，ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 15%となった．就労支援で難渋したかの設問では難渋しなかったと回答したのは 1%未満であ

った．就労支援の課題では制度がわかりづらいが 94%となり，知識・技術が十分ではないが 87%となった． 

【考察】今回の調査では多くの OT が制度の理解や知識・技術が乏しく,就労支援に難渋したと回答してい

る.このことから OT は関連機関の役割などを含む就労支援に関する知識・技術の欠如により,積極的に就労

支援に携わることができず,対象者が在宅復帰後に地域で潜在化することが考えられる.就労支援では職務に

必要な技能以外に就労準備性として基本的労働習慣や日常生活・社会生活技能の重要性が示されている.対

象者から得られた情報のみでは休業期間や職務内容,環境に至るまで十分な内容を収集できないことが考え

られ,適切な情報収集先を選択し,就労準備性を踏まえたﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ内容を設定することが必要である.就労

支援では生活基盤の再習得が求められ,徳島県では自動車運転もその要因となり,入院期間中から通勤手段を

検討することが就労支援の一端を担うことも考えられる.徳島県の障害者就労実績は増加傾向であり,医療機

関における支援の機会は増加することが予測される.就労支援を行うための制度の理解や知識・技術を身に

つけることで医療・介護から福祉または地域へのｿﾌﾄﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞに繋がると考えられる.OT は疾患・障害特性

についての知識があり,作業分析技術と障害者の心身機能,環境因子,個人因子等の側面から包括的に評価す

る視点を持ち合わせており,就労支援においても専門性を生かすことができると考えられる.令和 3 年度の報

酬改定によって,障害福祉領域における福祉専門職員配置等加算に OT の名前が明記された.現状では就労支

援の経験がある OT は僅かだが,今後知識や技術を身に付けることで就労支援実績の提示が増加し,より職域

を拡大することにも繋がると可能性がある. 

【まとめ】OT は就労支援の一端を担うことが期待されているが,今回の結果から制度の理解や知識・技術を

身に付けることが課題として得られた.就労支援 SIG では,他機関との意見交換や研修会を検討している.各

医療機関における難渋例についても相互に相談できる関係性を構築し,相談窓口を設置するなどして支援体

制を整備することが必要であると考える. 

セッションⅦ—1 その他Ⅱ(難病・教育・地域)        1 月 29 日(日) 13：15～14：05 

デジタルゴニオメータを用いた母指回内角度測定法の検者間信頼性 
○山家恭平１） 鶴代奈月１） 里浦雅也１） 日比野直仁２） 

１）地方独立行政法人徳島県鳴門病院リハビリテーション技術科 

２）地方独立行政法人徳島県鳴門病院手の外科センター 

Key Word：母指，評価法，手根管症候群 

【はじめに】一般的に母指対立運動は,母指の回内,屈曲,および掌側外転の複合であり,つまみ動作において

重要と考えられている.また,手根管症候群において,母指回内角度の低下は,ﾋﾟﾝﾁ力および対立動作の低下と

相関することが明らかになっている.一方,我々はﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾞﾆｵﾒｰﾀを用いた母指回内角度測定法を考案し,高い

検者内信頼性および 3 軸角速度計との相関を得ている.しかし,検者間での測定誤差の影響については明らか

になっておらず,普及化されていない.本法における検者間の高い信頼性を検証することは,手根管症候群に

よる運動麻痺の経時的評価法として多施設で活用できる可能性がある. 

【目的】ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾞﾆｵﾒｰﾀを用いた母指回内角度測定法の検者間信頼性について検討すること. 

【方法】被検者は,手指の外傷を有していない健常成人 5 名の両側母指であり,検者は 2 名 (検者 A,B) とし

た.検者の作業療法士の経験年数は,検者 A が 12 年,検者 B が 4 年であった.測定には伊藤超短波社製のﾃﾞｼﾞﾀ

ﾙｺﾞﾆｵﾒｰﾀ (easy angle®) を使用し,第一中手骨背側に貼付した splint 材を指標に,母指回内角度の測定を実

施した.また,検者は,それぞれ 20 分程度の測定練習後に測定を開始した.被検者には,机上に前腕回外位,手

関節掌背屈中間位,示指から小指の MP,PIP,および DIP 関節伸展 0 度で固定し,母指最大橈側外転位から最大

掌側外転位まで自動運動を行わせた.なお,運動開始から終了までの角度変化を,対立動作時の母指回内角度

としており,各 3 回の測定後に,平均値を算出した.統計解析には SPSS ver.25.0 を使用し,級内相関係数 

(ICC) を用いて,本法における検者間信頼性 ICC (2,1) を算出しており,有意水準は 5%未満とした.本研究は,

対象者に研究内容を口頭および書面にて説明した後,同意を得て開始した. 

【結果】対立時の母指回内角度の平均値は,検者 A が 19.7 ± 3.7 度,検者 B が 19.2 ± 4.3 度で,ICC (2,1) 
は 0.97 であった． 

【考察】本研究の結果より,母指回内角度測定法は,高い検者間信頼性を得られることが明らかとなった.その

要因として,外観からは観察困難な第一中手骨背面に splint 材を貼付したことで,測定指標が明確化され,移

動軸を正確に追跡出来たためと考えられる.また,本法は,作業療法士が普段から行なっているｺﾞﾆｵﾒｰﾀを用い

た関節可動域測定法に近似しているため,検者の経験年数に関わらず,短時間で習得出来る可能性がある.本

研究の結果から,ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾞﾆｵﾒｰﾀを用いた母指回内角度測定法は高い検者間信頼性が得られたことから,今後,

手根管症候群による運動麻痺の経時的評価法として活用できる可能性があり,疾患の特異的な機能評価およ

び多施設研究に汎用できる可能性が示唆された. 

セッションⅥ—4 運動器Ⅰ                  1 月 29 日(日) 9：50～10：40 
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急性期から退院後に再入院となる要因に関する実態調査 

〇大坪航希（演者） 武内周平（共同演者） 光永哲（共同演者） 

社会医療法人 近森会 近森病院 

Key word：急性期，在宅，退院，（再入院） 

【はじめに】 

当院は高知県下において,救命・治療と同時に入院早期よりﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（以下ﾘﾊ）を行っている.また,在院日数

が短縮される中で,患者の日常生活動作（以下ADL）が低下しない為にﾘﾊの提供やｻｰﾋﾞｽ等の社会資源を多職種で

検討し,自宅退院を目指している.その中で,短期間で再入院となる患者も少なからず見受けられ,日々の業務に当

たる上で転倒による骨折での再入院が多いと感じていた.そこで今回,OTが介入した再入院の患者を対象に後方視

的に調査を行った.再入院となる要因を分析することで,入院中に必要な支援を提供する一助になると考える.本研

究に当たり当院の倫理委員会で承認を得て,患者が特定されないように配慮した. 

【目的】 

 当院入院時に作業療法の介入患者が退院後に再入院となった要因を検討･分析する. 

【方法】 

対象は,2021 年 1 月 1 日～2021 年 12 月 31 日間でOTが介入した 1657 人の中で当院より直接自宅退院となっ

た患者とした.その内,当院退院後から 1 ヶ月以内に再入院となった 119 人を対象としｶﾙﾃより疾患別ｺｰﾄﾞ,平均年

齢,男女比,平均在院日数,ﾘﾊ提供日数 ,生活環境,世帯状況,介護保険,再入院の経緯をｶﾙﾃより後方視的に調査し

た. 

【結果】 

119 人の疾患ｺｰﾄﾞ別内訳は,脳血管 48%（57 人）,廃用 26%（31 人）,運動器 16%（19 人）,呼吸器 5%（6 人）,

心大 3%（3 人）,癌 2%（3 人）,平均年齢は,76.2 歳（男性:73.9 歳 女性:79.3 歳）,男女比は男性 52 人女性 67
人であった.平均在院日数（ﾘﾊ介入/ﾘﾊ未介入）は 25.8 日/13 日, 平均ﾘﾊ提供日数は 18.2 日,入院前の生活環境

は,自宅 68%（81 人）,病院 29%（34 人）,その他 2%（4 人）,その内,独居 37%（44 人）,同居 63%（75 人）だっ

た.入院時の介護保険に関しては,申請済み 54%（65 人）,未申請・非該当 42%（52 人）,申請中 1%（2 人）,退院

時は,申請済み 57%（68 人）,未申請・非該当 41%（48 人）,申請中 1%（2 人）だった.再入院に至った経緯は,意

識障害・発熱 40%（48 人）,転倒・外傷 18%（21 人）,内服自己中断 2%（2 人）,検査・予定入院 40%（48 人）,

再入院率が最も高い脳血管では,再発が 28%（16 人）,治療や検査入院が 72%（41 人）だった.治療・検査の内容

は,胃瘻造設や治療・検査入院だった.廃用では,栄養状態・脱水が 67%（20 人）,感染症が 26%（8 人）,てんかん

が 7%（3 人）,世帯状況は同居 61%（19 人）,独居 39%（12 人）だった.同居者が常に支援可能な世帯は 36%（6
人）だった.運動器では,転倒による下肢骨折が 53%（10 人）,上肢骨折が 21%（4 人）,腰頸部骨折が 16%（3
人）,その他が 10%（2 人）で世帯状況は,同居 47%（9 人）,独居 53%（10 人）だった. 同居者が常に支援可能な

世帯は 10%（2 人）だった.転倒場所では,屋内が 74%（14 人）,屋外が 16%（3 人）,その他が 10%（2 人）だっ

た. 

【考察】  

今回の調査では,転倒による骨折での再入院が多いと推測していたが,実際は,脳血管や廃用・内部疾患による再

入院が多かった.その中で脳血管では,再発より胃瘻造設や検査入院が多数だった.また,廃用・内部疾患では,栄養

状態や脱水症,尿路感染症での再入院が多くその要因は,情報上は家族と同居だが,同居者が就労中や高齢などの家

庭が多く常に介護出来る状態ではなかった,介護保険が未申請,取得しているが利用していない事が要因だと考え

られた.また,運動器では,屋内での転倒が多く,廃用・内部疾患と同様に世帯状況や生活環境が要因だと考えられ

た.本調査から言える事は,廃用・内部疾患で再入院となる患者が多く存在する事を念頭にいれて介入する事の重

要性が上げられる.今回の調査では,再入院を減らす為の具体的な方法を導き出す事は出来なかった.しかし,再入

院を回避する方法として,退院時指導や退院後の訪問指導,医療者との意見交換などが報告されており,当院でも入

院時に患者の基本的な情報を看護師やｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰが主として収集している.また,転倒については,屋内特に居室で

の転倒が多いと報告されているが,当院のﾘﾊｽﾀｯﾌも住環境や生活背景などを積極的に本人や家族から収集し,訓練

内で動作確認を行い多職種で共有しADL向上に努めている.高知県下では,特定の疾患はﾈｯﾄﾜｰｸが普及し情報交換

が行いやすい状況だが,廃用など内部疾患に対してのﾈｯﾄﾜｰｸは普及しておらず今後の課題として様々な疾患に対応

していく必要もあるのではないかと考える. 

セッションⅦ—2 その他Ⅱ(難病・教育・地域)             1 月 29 日(日) 13：15～14：05 
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ラダーステップ実施による当院リハビリテーション科の人材育成の経過について 

○舩越稔２） 楠本雅也１） 

きたじま倚山会 きたじま田岡病院 １）リハビリテーション科 ２）医療技術部門 

Key Word：教育，（キャリアアップ），（クリニカルラダー），（人材育成） 

【はじめに】当院は人口約 9 万人を対象地域とする中核病院で,医療保険領域 4 部門,介護保険領域 4 部門で

運営しており,ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科（以下,ﾘﾊ科）は理学療法士 65 名,作業療法士 31 名,言語聴覚士 6 名,計 102 名

が在籍し各部門へ配属している.経験年数は,1～3 年目の新人層前期 34 名（33%）,4～6 年目の新人層後期 16
名（16%）,7～10 年目の中堅層 25 名（25%）,11 年目以降の熟練層 27 名（26%）と若年層が約半数を占める.

ﾘﾊ科は 1 年目対象の新人教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑをｼｽﾃﾑ化し長年実施していたが,2 年目以降のｷｬﾘｱｱｯﾌﾟへの到達目標や

段階付けについて明確な基準を示していなかった.そういったことから,令和 1 年度よりﾘﾊ科が各経験年層に

求める人材育成に関する項目や到達目標を明文化したｸﾘﾆｶﾙﾗﾀﾞｰ「ﾗﾀﾞｰｽﾃｯﾌﾟ」を作成,導入した.導入から 4
年が経過し,教育的関りを進めるなかで人材育成や目標到達への有用性を検証することが本研究の目的であ

る. 

【対象】令和 1～3 年度在籍全ｽﾀｯﾌ 56 名（PT：37 名,OT：14 名,ST：5 名）を対象に、新人層前期 15 名（27%）,
新人層後期 19 名（34%）,中堅層 8 名（14%）,熟練層 14 名（25%）の各経験年層で振り分け,対象ｽﾀｯﾌそれぞ

れの目標到達項目数と到達割合を算出する. 

【方法】①令和 1 年度と令和 3 年度の対象全ｽﾀｯﾌのﾗﾀﾞｰｽﾃｯﾌﾟ表から到達割合（%）を算出,色分けし比較.色 

調の変化が低調な項目を分析し,その要因を検討する.②各年度の到達項目合計数を 3 群で比較し成長度合い 

を示す.そして,各年度,各年層別における到達割合から未達成項目を抽出し,達成に至らない要因の分析と達 

成に向けた今後の取り組みを検討する. 

【結果】令和 1 年度在籍ｽﾀｯﾌの目標到達数は 907（39%）で,令和 3 年度は 1124（48%）と＋217（＋9%）の 

上昇あり.また各年層別では,新人層前期で令和 1 年度 117（19%）,令和 3 年度 171（27%）で＋54（＋8%）, 

新人層後期では令和 1 年度 288（36%）,令和 3 年度 386（48%）で＋98（＋12%）,中堅層は令和 1 年度 174 
（52%）,令和 3 年度 197（59%）で＋23（＋7%）,熟練層は令和 1 年度 328（56%）,令和 3 年度 370（63%） 

で＋42（＋7%）と各年度,各年層別ともに達成数の上昇あり.それに伴い,令和 3 年度の到達割合の色分けに 

色調の変化は認められたが,熟練層の業務理解/管理運営,礼節/接遇,ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ,職員育成/学生指導,生涯学 

習の項目の達成割合は 0～17%と低調な変化であった. 

【考察】新人層前期や後期は治療実践のみならずﾏﾆｭｱﾙ理解や業務手順,接遇等においても手厚く指導や助言 

が受けられるﾃｨｰﾁﾝｸﾞの時期にあたる.しかし中堅層や熟練層ではｺｰﾁﾝｸﾞの時期となり,今まで経験したこと 

を糧に業務改善や新たな取り組みといった不確実な目標の達成に自発性や創造性も問われ難易度も上がるこ 

とから低調な変化に至ったと考える.どの年層においても「学びを継続」していくために成人教育論では「学 

習者の概念」や「学習者の経験の役割」に能動性や多様な経験知の重要性が示されており,挑戦的な人材登用 

と省察による自らの気づきを促す「問い直し」が育成,成長には必要と考える. 

セッションⅦ—3 その他Ⅱ(難病・教育・地域)        1 月 29 日(日) 13：15～14：05 

急性期から退院後に再入院となる要因に関する実態調査 

〇大坪航希（演者） 武内周平（共同演者） 光永哲（共同演者） 

社会医療法人 近森会 近森病院 

Key word：急性期，在宅，退院，（再入院） 

【はじめに】 

当院は高知県下において,救命・治療と同時に入院早期よりﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ（以下ﾘﾊ）を行っている.また,在院日数

が短縮される中で,患者の日常生活動作（以下ADL）が低下しない為にﾘﾊの提供やｻｰﾋﾞｽ等の社会資源を多職種で

検討し,自宅退院を目指している.その中で,短期間で再入院となる患者も少なからず見受けられ,日々の業務に当

たる上で転倒による骨折での再入院が多いと感じていた.そこで今回,OTが介入した再入院の患者を対象に後方視

的に調査を行った.再入院となる要因を分析することで,入院中に必要な支援を提供する一助になると考える.本研

究に当たり当院の倫理委員会で承認を得て,患者が特定されないように配慮した. 

【目的】 

 当院入院時に作業療法の介入患者が退院後に再入院となった要因を検討･分析する. 

【方法】 

対象は,2021 年 1 月 1 日～2021 年 12 月 31 日間でOTが介入した 1657 人の中で当院より直接自宅退院となっ

た患者とした.その内,当院退院後から 1 ヶ月以内に再入院となった 119 人を対象としｶﾙﾃより疾患別ｺｰﾄﾞ,平均年

齢,男女比,平均在院日数,ﾘﾊ提供日数 ,生活環境,世帯状況,介護保険,再入院の経緯をｶﾙﾃより後方視的に調査し

た. 

【結果】 

119 人の疾患ｺｰﾄﾞ別内訳は,脳血管 48%（57 人）,廃用 26%（31 人）,運動器 16%（19 人）,呼吸器 5%（6 人）,

心大 3%（3 人）,癌 2%（3 人）,平均年齢は,76.2 歳（男性:73.9 歳 女性:79.3 歳）,男女比は男性 52 人女性 67
人であった.平均在院日数（ﾘﾊ介入/ﾘﾊ未介入）は 25.8 日/13 日, 平均ﾘﾊ提供日数は 18.2 日,入院前の生活環境

は,自宅 68%（81 人）,病院 29%（34 人）,その他 2%（4 人）,その内,独居 37%（44 人）,同居 63%（75 人）だっ

た.入院時の介護保険に関しては,申請済み 54%（65 人）,未申請・非該当 42%（52 人）,申請中 1%（2 人）,退院

時は,申請済み 57%（68 人）,未申請・非該当 41%（48 人）,申請中 1%（2 人）だった.再入院に至った経緯は,意

識障害・発熱 40%（48 人）,転倒・外傷 18%（21 人）,内服自己中断 2%（2 人）,検査・予定入院 40%（48 人）,

再入院率が最も高い脳血管では,再発が 28%（16 人）,治療や検査入院が 72%（41 人）だった.治療・検査の内容

は,胃瘻造設や治療・検査入院だった.廃用では,栄養状態・脱水が 67%（20 人）,感染症が 26%（8 人）,てんかん

が 7%（3 人）,世帯状況は同居 61%（19 人）,独居 39%（12 人）だった.同居者が常に支援可能な世帯は 36%（6
人）だった.運動器では,転倒による下肢骨折が 53%（10 人）,上肢骨折が 21%（4 人）,腰頸部骨折が 16%（3
人）,その他が 10%（2 人）で世帯状況は,同居 47%（9 人）,独居 53%（10 人）だった. 同居者が常に支援可能な

世帯は 10%（2 人）だった.転倒場所では,屋内が 74%（14 人）,屋外が 16%（3 人）,その他が 10%（2 人）だっ

た. 

【考察】  

今回の調査では,転倒による骨折での再入院が多いと推測していたが,実際は,脳血管や廃用・内部疾患による再

入院が多かった.その中で脳血管では,再発より胃瘻造設や検査入院が多数だった.また,廃用・内部疾患では,栄養

状態や脱水症,尿路感染症での再入院が多くその要因は,情報上は家族と同居だが,同居者が就労中や高齢などの家

庭が多く常に介護出来る状態ではなかった,介護保険が未申請,取得しているが利用していない事が要因だと考え

られた.また,運動器では,屋内での転倒が多く,廃用・内部疾患と同様に世帯状況や生活環境が要因だと考えられ

た.本調査から言える事は,廃用・内部疾患で再入院となる患者が多く存在する事を念頭にいれて介入する事の重

要性が上げられる.今回の調査では,再入院を減らす為の具体的な方法を導き出す事は出来なかった.しかし,再入

院を回避する方法として,退院時指導や退院後の訪問指導,医療者との意見交換などが報告されており,当院でも入

院時に患者の基本的な情報を看護師やｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰが主として収集している.また,転倒については,屋内特に居室で

の転倒が多いと報告されているが,当院のﾘﾊｽﾀｯﾌも住環境や生活背景などを積極的に本人や家族から収集し,訓練

内で動作確認を行い多職種で共有しADL向上に努めている.高知県下では,特定の疾患はﾈｯﾄﾜｰｸが普及し情報交換

が行いやすい状況だが,廃用など内部疾患に対してのﾈｯﾄﾜｰｸは普及しておらず今後の課題として様々な疾患に対応

していく必要もあるのではないかと考える. 
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職場との連携や環境調査の重要性を感じた一症例  
～広背筋移行術後の復職支援を経験して～ 

○高本日向 清水亮芳 中平孔志 清水真也 井上耕一 

医療法人恕風会 大洲記念病院 

Key Word：職場復帰，肩腱板損傷，職業リハビリテーション，訪問指導 

【はじめに】腱板広範囲断裂術後の修復には長期間を要し,再断裂のﾘｽｸも高い為,生活,仕事場面への支援が極めて重要

である.本症例は,仕事中に腱板断裂を受傷し,広背筋移行術（以下 LDT）を施行されている.今回,職場復帰を希望する症

例に対し,作業療法士(以下 OT)が職場訪問,動作指導を実施し,復職に至った事例を報告する.尚,本報告に際して,個人情

報の取り扱いについて説明し,同意を得ている. 

【事例紹介】50歳代男性.畜産農業会社勤務.2020年7月の仕事中に重量物を把持し,左肩関節に疼痛が出現した.診察の

結果,棘上筋,棘下筋の腱板断裂と診断され鏡視下腱板縫合術を施行された.その後,2回の再断裂を経てLDTを施行された. 
【作業療法評価】[術前]・ROM：自動/挙上 50°他動/挙上 145°・JOA：53.0 点・shoulder36(以下 sh36)：疼痛/3.3 可

動域/3.2筋力/1.0健康度/3.3日常生活動作/3.1・MRI所見/Goutallier Stage棘上筋：2 棘下筋：3 
[術後5ヶ月]・ROM：自動/挙上40°他動/挙上120°･MMT：挙上/2、外転/2 ・JOA：56.0点・sh36：疼痛/2.8可動域/3.3
筋力/1.5健康度/2.8日常生活動作/2.7  
【介入経過】１回目の職場訪問(術後5ヶ月)では,本人,事業主立ち会いの下,病前に遂行していた業務である牛舎の清掃,

牛の誘導,重機の操作,牛の餌作りの 4 つの課程と動作を確認し,主治医(以下Dr)へ状況報告を行った.重機の操作は運転

席が高所に登る必要がある事と,牛の餌作りでは,約 10kg の餌を両手で運ぶ動作に再断裂の危険性が高い事を確認し,配

慮が必要な動作を本人と共有した.また,事業主と面談を行い「一部の業務だけでも復帰してほしい」との意向を得た.一

方で,本人は以前のような作業が出来ない現状に不安が強く,消極的な言動も聴かれた.訪問後,再断裂の危険性が高い動

作の代替手段として非術側で遂行できる動作方法を Dr に提案し.安全面での許可と本人からは動作方法の変更について

同意を得られた為,模擬環境での動作訓練を開始した.2 回目(術後 7 ヶ月)の職場訪問にて非術側での動作確認を行った,

結果,牛の餌作りは遂行可能であったが,重機への乗車及び降車に関しては.術側を補助的に使用しなければ安全な動作遂

行が出来ない事を確認した.そのため,現場での動作を撮影し Dr へ報告した.その結果、補助的な使用は許容範囲内であ

ると判断され,復職につなげる事が出来た. 

【結果】[術後12ヶ月]・ROM：自動/挙上45°他動/挙上140°･MMT：挙上/2、外転/2 ・JOA：61.5点・sh36：疼痛/2.8
可動域/3.0筋力/0.5健康度/3.0日常生活動作/3.2. 
指導した4つの動作は時間を要するも遂行可能となった.現在は,本人の意向により半日だけ業務に復帰している.訪問

後は,以前見られていた現状への不安の訴えは減り,職場についての会話も多くなっている.外来ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝは継続してお

り,肩関節機能訓練と職場を想定した模擬動作訓練,職場での動作が安全に実施出来ているかの確認,指導を行っている. 
【考察】今回,症例の職場復帰を目標に介入を行い,半日の業務復帰を実現する事が出来た.しかし,仕事への不安は軽減

したものの,完全な復職には至っておらず,本人の意思を尊重した上で,段階的に労働時間,内容を検討しながら慎重に進

めている.南川らは,LDTの長期経過に関して6名の対象者の評価を行ったところ,術後平均 105.8 ヶ月でJOAが 52.3 点

から 70.9 点の改善と術前平均挙上 73.3°から挙上 115.8°の改善が見られている1)と報告している.症例は術後 12 ヶ

月経過しているが,業務遂行や生活動作に必要な可動域,筋力の獲得には時間を要すると考える.OT が復職支援を行う際

に中井らは,対象者を包括的に評価する事,人的･物的環境の評価･調整を行う事,模擬環境での職業前訓練を実施する事,

当事者の能力について適切に評価し情報伝達する事,企業との連携を行う事が重要である 2)と述べている.今回の介入は,

症例の動作評価及び指導に加え外来ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝでの模擬動作訓練,Dr へ情報伝達を行い安全性の高い動作を検討できた

事,事業主とのやり取りを行い,復職条件を確認できた事が半日の職場復帰を実現させたと考える.今回の経験を通して身

体機能訓練だけで無く,職場と医療の中継役としてOTが介入し,様々な専門職及び職場関係者と綿密な連携や情報共有を

図る重要性を強く感じた. 

【引用文献】 

1)南川ら.修復可能な広範囲腱板断裂に対する筋移行術.整形外科と災害外科.2018.67巻1号.ｐ5-10  
2)中井ら.職業リハビリテーション（就労支援・復職支援）における作業療法士の役割について考察.平成 27 年度滋賀

県立リハビリテーションセンター調査研究事業 内部研究.2015.ｐ41-66 
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大腿骨腫瘍に対し大腿骨全置換術を施行した症例の作業療法―早期自宅退院を目指して 

○中村彩紗 木村順子 

三豊総合病院 

Key Word：大腿骨腫瘍，大腿骨全置換術，早期自宅退院，ADL 指導 

【はじめに】日本における悪性骨腫瘍は年間 500～800 人と非常に希少ながんであり,治療として生活の質

的向上を目指した患肢温存術が行われている.腫瘍が大腿骨の広範囲に及んでいる場合,大腿骨全置換術が選

択肢となるが,広範な侵襲を伴うため,機能障害及び ADL,QOL 低下を起こしやすく,年齢や社会背景に応じた

OT の関わりが重要となる.今回,大腿骨腫瘍に対し大腿骨全置換術を施行した患者を担当する機会を得たた

め,自宅退院に向けた ADL 訓練・指導において OT として配慮した点について報告する. 

【倫理的配慮】本報告は症例に対し,十分な説明を行い,同意を得ている. 

【症例】40 歳代女性.夫と娘との 3 人家族.整備会社（自営業）の事務作業をされていた.現病歴：Z－87 日

左大腿骨軟部腫瘍疑いにて当院より他院へ紹介.Z―24 日脱分化型軟骨肉腫と診断.X 年 Y 月 Z 日に広範囲切

除術と大腿骨全置換術施行.病理検査にて紡錘細胞型肉腫（大腿骨原発）と診断.Z＋28 日にﾘﾊﾋﾞﾘ目的に当院

へ転院.後療法は THA に準じて股関節屈曲・内旋禁止との申し送りを受け,同日 PT・OT 開始する.大学進学前

の娘と少しでも長く過ごしたいと転院後 3 週間の自宅退院を希望された. 

【OT 経過】初期評価（Z＋28 日）：ROM（左股関節屈曲 90 度・伸展 0 度・外転 30 度・内転 5 度,左膝屈曲 100
度）.MMT（左股関節外転 2・伸展 2,左膝関節屈曲 2・伸展 2）.NRS は安静時 4・運動時 8.FIM 運動項目 65 点・

認知項目 35 点・合計 100 点.院内移動は車椅子自走,病室内歩行器使用.入浴はｼｬﾜｰ浴,下衣更衣は全介

助.IADL 未実施であった.本人と相談し,股関節の脱臼ﾘｽｸに配慮しながら ADL・IADL 自立,主婦としての役割

の獲得を目標とした.1 週目：創部動作時痛強く,患肢機能低下著明.疼痛に応じて立位保持訓練や下衣更衣用

の自助具を作成し,更衣動作訓練を実施.禁忌姿位や動作についてはﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを示しながらその都度説明した.

訓練意欲高く前向きな発言が聞かれる一方で,今後への不安が強く,涙されることもあり,その際は傾聴を行

った.2 週目：自宅での浴槽入浴の希望があり,座位での浴槽またぎ動作の練習を追加.浴槽内での股関節過屈

曲を防ぐため浴槽内椅子の導入を提案.3 週目：IADL 動作訓練として調理訓練・洗濯物動作を実施.ﾒﾆｭｰは娘

が好きなものを選択.実際に調理でき,「ちゃんとできてよかった」と笑顔がみられた.病院車を使用し車への

乗降動作訓練を実施.退院前訪問ではｺﾛﾅ禍のため,本人不在ではあったが,同居家族へ禁忌姿位や環境調整の

指導や,玄関,浴室等手すり設置場所を確認.最終評価（Z＋50 日）：ROM（左股関節屈曲 110 度・伸展 0 度・外

転 40 度・内転 5 度,左膝屈曲 115 度）.MMT 著変なし.NRS は安静時 0・運動時 4 と改善.FIM 運動項目 83 点・

認知項目 35 点・合計 118 点.両松葉杖歩行,階段昇降可能となり,ｾﾙﾌｹｱは自助具使用し自立.調理や洗濯など

の IADL 動作が可能な状態で自宅退院となる. 

【考察】加藤らは大腿骨全置換術は多くの筋や軟部組織の切除を伴うことから,関節の支持機構に大きな障害

を残す.また筋力訓練や荷重の開始時期は瘢痕組織が関節周囲を覆う 3～4 週以降になり,開始後の負荷量も

慎重になる必要があるとも述べており,術後脱臼に対するﾘｽｸ管理が重要で,最低でも 1 か月程度は形成した

関節包への負荷を避ける必要はあると考えられた.そのため,ADL指導においては,前医の指示に準じて脱臼肢

位には注意を払い,自助具,福祉用具を導入し,疼痛や耐久性の回復段階に合わせて ADL,IADL 訓練を実施した.

早期自宅退院に至った要因としては,在宅生活を想定した具体的な動作指導に加え,若齢であり,健側下肢及

び上肢筋力が十分に保たれていたことや家族のために自分のできることをしたいという高い意欲が影響して

いたと考えられる.希少がんという不安の中,本人の希望を尊重した訓練を提供できたことは,本人の ADL の

みならず,QOL 改善に寄与したと考えられる. 
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職場との連携や環境調査の重要性を感じた一症例  
～広背筋移行術後の復職支援を経験して～ 

○高本日向 清水亮芳 中平孔志 清水真也 井上耕一 

医療法人恕風会 大洲記念病院 

Key Word：職場復帰，肩腱板損傷，職業リハビリテーション，訪問指導 

【はじめに】腱板広範囲断裂術後の修復には長期間を要し,再断裂のﾘｽｸも高い為,生活,仕事場面への支援が極めて重要

である.本症例は,仕事中に腱板断裂を受傷し,広背筋移行術（以下 LDT）を施行されている.今回,職場復帰を希望する症

例に対し,作業療法士(以下 OT)が職場訪問,動作指導を実施し,復職に至った事例を報告する.尚,本報告に際して,個人情

報の取り扱いについて説明し,同意を得ている. 

【事例紹介】50歳代男性.畜産農業会社勤務.2020年7月の仕事中に重量物を把持し,左肩関節に疼痛が出現した.診察の

結果,棘上筋,棘下筋の腱板断裂と診断され鏡視下腱板縫合術を施行された.その後,2回の再断裂を経てLDTを施行された. 
【作業療法評価】[術前]・ROM：自動/挙上 50°他動/挙上 145°・JOA：53.0 点・shoulder36(以下 sh36)：疼痛/3.3 可

動域/3.2筋力/1.0健康度/3.3日常生活動作/3.1・MRI所見/Goutallier Stage棘上筋：2 棘下筋：3 
[術後5ヶ月]・ROM：自動/挙上40°他動/挙上120°･MMT：挙上/2、外転/2 ・JOA：56.0点・sh36：疼痛/2.8可動域/3.3
筋力/1.5健康度/2.8日常生活動作/2.7  
【介入経過】１回目の職場訪問(術後5ヶ月)では,本人,事業主立ち会いの下,病前に遂行していた業務である牛舎の清掃,

牛の誘導,重機の操作,牛の餌作りの 4 つの課程と動作を確認し,主治医(以下Dr)へ状況報告を行った.重機の操作は運転

席が高所に登る必要がある事と,牛の餌作りでは,約 10kg の餌を両手で運ぶ動作に再断裂の危険性が高い事を確認し,配

慮が必要な動作を本人と共有した.また,事業主と面談を行い「一部の業務だけでも復帰してほしい」との意向を得た.一

方で,本人は以前のような作業が出来ない現状に不安が強く,消極的な言動も聴かれた.訪問後,再断裂の危険性が高い動

作の代替手段として非術側で遂行できる動作方法を Dr に提案し.安全面での許可と本人からは動作方法の変更について

同意を得られた為,模擬環境での動作訓練を開始した.2 回目(術後 7 ヶ月)の職場訪問にて非術側での動作確認を行った,

結果,牛の餌作りは遂行可能であったが,重機への乗車及び降車に関しては.術側を補助的に使用しなければ安全な動作遂

行が出来ない事を確認した.そのため,現場での動作を撮影し Dr へ報告した.その結果、補助的な使用は許容範囲内であ
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【結果】[術後12ヶ月]・ROM：自動/挙上45°他動/挙上140°･MMT：挙上/2、外転/2 ・JOA：61.5点・sh36：疼痛/2.8
可動域/3.0筋力/0.5健康度/3.0日常生活動作/3.2. 
指導した4つの動作は時間を要するも遂行可能となった.現在は,本人の意向により半日だけ業務に復帰している.訪問

後は,以前見られていた現状への不安の訴えは減り,職場についての会話も多くなっている.外来ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝは継続してお

り,肩関節機能訓練と職場を想定した模擬動作訓練,職場での動作が安全に実施出来ているかの確認,指導を行っている. 
【考察】今回,症例の職場復帰を目標に介入を行い,半日の業務復帰を実現する事が出来た.しかし,仕事への不安は軽減

したものの,完全な復職には至っておらず,本人の意思を尊重した上で,段階的に労働時間,内容を検討しながら慎重に進

めている.南川らは,LDTの長期経過に関して6名の対象者の評価を行ったところ,術後平均 105.8 ヶ月でJOAが 52.3 点

から 70.9 点の改善と術前平均挙上 73.3°から挙上 115.8°の改善が見られている1)と報告している.症例は術後 12 ヶ

月経過しているが,業務遂行や生活動作に必要な可動域,筋力の獲得には時間を要すると考える.OT が復職支援を行う際

に中井らは,対象者を包括的に評価する事,人的･物的環境の評価･調整を行う事,模擬環境での職業前訓練を実施する事,

当事者の能力について適切に評価し情報伝達する事,企業との連携を行う事が重要である 2)と述べている.今回の介入は,

症例の動作評価及び指導に加え外来ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝでの模擬動作訓練,Dr へ情報伝達を行い安全性の高い動作を検討できた

事,事業主とのやり取りを行い,復職条件を確認できた事が半日の職場復帰を実現させたと考える.今回の経験を通して身

体機能訓練だけで無く,職場と医療の中継役としてOTが介入し,様々な専門職及び職場関係者と綿密な連携や情報共有を

図る重要性を強く感じた. 
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幼児における Functional Reach Test の有効性の検討 

～重心前方移動距離に着目して～ 

○稲富惇一 1)2) 安岡希和 1)  桂雅俊 1) 畑田早苗 1) 片岡聡子 1)  
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２）高知大学大学院総合人間自然科学研究科医学専攻 博士課程 

Key Word：幼児，バランス，評価 

【はじめに】文部科学省の幼児期運動指針ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ（2012）では,基本的な動作の基盤となるﾊﾞﾗﾝｽ能力の

重要性を謳っており,近年の運動器検診ではﾊﾞﾗﾝｽ能力を評価する自治体も増えている.一方で,用いられる評

価の多くは「片脚立ちが 5 秒間実施できるか？」という静的ﾊﾞﾗﾝｽ能力の内容であり,本来生活上で必要とな

る動的ﾊﾞﾗﾝｽ能力を測定できておらず,新たな評価方法の検討が必要とされている.そこで私たちは

Functional Reach Test（FRT）に着目した.FRT は簡易かつ信頼性が高いことから多様され,また国外におい

ては年齢を問わず使用されている（Westcott et al., 1998；Deshmukh et al., 2011）.しかし本邦の 18
歳以下の正常値は検討されておらず（Kaga et al., 2009）,また先行研究では FRT と重心前方移動距離に相

関がないという報告もありﾊﾞﾗﾝｽ能力を評価できるか懐疑的な意見もある（Wernick-Robinson et al., 

1999）.そこで本研究では FRT の正常値を検証する前段階として,日本人幼児（3～6 歳）の FRT が重心前方

移動距離と相関関係にあるのか検証した.その結果,正の相関関係を認めたため,以下に詳細を報告する. 

【目的】日本人幼児（3～6 歳）に対する FRT の正常値を検証する前段階として,FRT の結果と FRT 実施中の

重心前方移動距離に相関関係があるのか明らかにする. 

【方法】研究は本校倫理委員会の承認（TRC202107）を得た上で開始された.参加者の募集は,高知県内の複数

の保育園および幼稚園に依頼し,園長と各市の教育委員会に許可を得た 2 園の 3～6 歳の保護者に対して研究

内容を記載した紙を渡す方法で実施した.研究参加者は保護者の同意を紙面にて得た 67 人(5.1±0.9 歳,男

児 30 名,女児 37 名)であった.介入は 1 回 10 分で,流れとしては①FRT の説明,②FRT の練習 2 回,③FRT 本番

（測定）,加えて同時に重心動揺計（GP-5000, ｱﾆﾏ社）にて重心前方移動距離を計測した.詳細とし

て,Rosemary ら（2008）の方法を参考に,FRT 実施時には裸足にて重心動揺計の上に乗り,両足底は両側肩峰

の位置に広げてもらい,利き手を肩関節 90 度屈曲,肘関節伸展,前腕回内,手関節中間位,手指屈曲位を開始姿

勢とした.測定部位は,第 3 中手骨の先端とし,開始姿勢から検査者の合図で利き手を前方にﾘｰﾁしてもらい,

最も伸ばした位置で再度第 3 中手骨の先端を計測し,その距離を FRT 結果とした.幼児への説明は検査者が手

本を見せながら「これからこの姿勢（開始姿勢を見せながら）からできるだけ手を前へ伸ばしてもらいます.

その際に足の位置を動かしたり,踵が浮いたりしてはいけません」と伝えた,測定値の除外基準は,FRT 時に常

時指示が必要・徒手的介助を要する・静止立位が保持できない,を設けた.分析は FRT の結果と重心前方移動

距離の結果に対して相関分析（Pearson）を行い,統計学的有意水準は 5%とした. 

【結果】除外基準に 11 人が該当し,56 人（5.1±0.9 歳,男児 23 名,女児 33 名）に対して統計処理を実施し

た.相関分析の結果,FRT と重心前方移動距離に正の相関がみられた（r=0.593,P＜0.001）. 

【考察】FRT と重心前方移動距離に正の相関がみられた.この結果は FRT の開発者で成人に対して検証した

Duncan ら（1990）と同じであり,日本人幼児（3～6 歳児）における FRT の有効性を示唆している.しかし臨

床にて活用するには,検討するべき項目が残っている.第一に年齢別の結果を示せていない,幼児期は発育に

よりﾊﾞﾗﾝｽ能力が年を重ねるごとに急激に伸びていくため,先行研究では年齢別に示されていることが多い.

そのため年齢別においても同等の結果が得られるか検証する必要がある.第二に正常値を出せていない.現状,

正常値を出すために必要な各年齢ごとの人数が不足しているため,今後研究参加者を募っていきたい. 
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【はじめに】文部科学省の幼児期運動指針ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ（2012）では,基本的な動作の基盤となるﾊﾞﾗﾝｽ能力の

重要性を謳っており,近年の運動器検診ではﾊﾞﾗﾝｽ能力を評価する自治体も増えている.一方で,用いられる評

価の多くは「片脚立ちが 5 秒間実施できるか？」という静的ﾊﾞﾗﾝｽ能力の内容であり,本来生活上で必要とな

る動的ﾊﾞﾗﾝｽ能力を測定できておらず,新たな評価方法の検討が必要とされている.そこで私たちは

Functional Reach Test（FRT）に着目した.FRT は簡易かつ信頼性が高いことから多様され,また国外におい

ては年齢を問わず使用されている（Westcott et al., 1998；Deshmukh et al., 2011）.しかし本邦の 18
歳以下の正常値は検討されておらず（Kaga et al., 2009）,また先行研究では FRT と重心前方移動距離に相
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の保育園および幼稚園に依頼し,園長と各市の教育委員会に許可を得た 2 園の 3～6 歳の保護者に対して研究

内容を記載した紙を渡す方法で実施した.研究参加者は保護者の同意を紙面にて得た 67 人(5.1±0.9 歳,男

児 30 名,女児 37 名)であった.介入は 1 回 10 分で,流れとしては①FRT の説明,②FRT の練習 2 回,③FRT 本番

（測定）,加えて同時に重心動揺計（GP-5000, ｱﾆﾏ社）にて重心前方移動距離を計測した.詳細とし

て,Rosemary ら（2008）の方法を参考に,FRT 実施時には裸足にて重心動揺計の上に乗り,両足底は両側肩峰
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本を見せながら「これからこの姿勢（開始姿勢を見せながら）からできるだけ手を前へ伸ばしてもらいます.

その際に足の位置を動かしたり,踵が浮いたりしてはいけません」と伝えた,測定値の除外基準は,FRT 時に常

時指示が必要・徒手的介助を要する・静止立位が保持できない,を設けた.分析は FRT の結果と重心前方移動

距離の結果に対して相関分析（Pearson）を行い,統計学的有意水準は 5%とした. 

【結果】除外基準に 11 人が該当し,56 人（5.1±0.9 歳,男児 23 名,女児 33 名）に対して統計処理を実施し

た.相関分析の結果,FRT と重心前方移動距離に正の相関がみられた（r=0.593,P＜0.001）. 

【考察】FRT と重心前方移動距離に正の相関がみられた.この結果は FRT の開発者で成人に対して検証した

Duncan ら（1990）と同じであり,日本人幼児（3～6 歳児）における FRT の有効性を示唆している.しかし臨

床にて活用するには,検討するべき項目が残っている.第一に年齢別の結果を示せていない,幼児期は発育に

よりﾊﾞﾗﾝｽ能力が年を重ねるごとに急激に伸びていくため,先行研究では年齢別に示されていることが多い.

そのため年齢別においても同等の結果が得られるか検証する必要がある.第二に正常値を出せていない.現状,

正常値を出すために必要な各年齢ごとの人数が不足しているため,今後研究参加者を募っていきたい. 
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【はじめに】入院中,患者の転倒や転落は少なくない.要因として入院という環境の変化や疾患など様々である.
当院においても入院患者の転倒と転落によるｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ･ｱｸｼﾃﾞﾝﾄ報告がみられる.整形病棟より転倒と転落の防

止を図るため,2021 年 7 月から転倒ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ（以下ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ）を実施している.ｶﾝﾌｧﾚﾝｽを実施した 1 年間と実

施する前の 1 年間で転倒と転落によるｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ･ｱｸｼﾃﾞﾝﾄ報告の減少が得られたか検証したことを報告する. 
【目的】ﾘﾊﾋﾞﾘ評価から身体的,精神的,認知機能など,患者の状態を看護師と情報共有することで適切なｾﾝｻｰ選

択の検討や環境ｾｯﾃｨﾝｸﾞを行い,入院患者の転倒と転落の防止を図る. 
【方法･内容】週 1 回のｶﾝﾌｧﾚﾝｽを開催.参加者は作業療法士 1 名,理学療法士 1 名,看護師は師長その他 10 名程

度,医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ 1 名にて実施.ｶﾝﾌｧﾚﾝｽの流れは,看護師が転倒と転落の危険が高い患者やｾﾝｻｰ対応している

患者の選択を行う.ﾘﾊﾋﾞﾘでは選択された患者の情報をｶﾝﾌｧﾚﾝｽまでに担当ｾﾗﾋﾟｽﾄから確認する.ｶﾝﾌｧﾚﾝｽは
（1）現在のﾘﾊﾋﾞﾘ状況や認知症の有無（2）転倒転落の危険の有無（3）現在のｾﾝｻｰ対応や環境ｾｯﾃｨﾝｸﾞで問

題ないかなどを把握する.流れとしては,看護師から現在の病棟での状況報告後,担当ｾﾗﾋﾟｽﾄからの情報を報告

し共有した後現対応について対策を決定する.選択された患者以外にも転倒と転落の危険が高い患者が新た

にいれば情報交換を行う. 
【結果】ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ･ｱｸｼﾃﾞﾝﾄ報告では 2020 年 7 月 1 日~2021 年 6 月 30 日で 24 件,2021 年 7 月 1 日～2022 年 6
月 30 日で 24 件と報告件数は同じであった.報告内容は,ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ開始前は,転倒は 12 件（3 件は骨折し手術ま

で至った）.転落は 11 件 転倒と転落まで至らなかったｹｰｽが 1 件であった.ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ開始後は,転倒は 6 件（2
件は骨折したが手術まで至らなかった）.転落は 14 件で転倒･転落まで至らなかったｹｰｽが 4 件であった.さ
らに①歩行器又は車椅子移動にて自立の方による転倒と転落,（以下①）,②対策したが防げなかった（以下

②）,③ｾﾝｻｰの ON･OFF 忘れ･操作ﾐｽ（以下③）,④指示内容や安静度の間違い･ﾘﾊﾋﾞﾘ情報が必要だった（以

下④）,⑤その他（以下⑤）の 5 項目に分け検証した.結果ｶﾝﾌｧﾚﾝｽを実施する前は①が 8 件,②が 4 件,③が 4
件,④が 7 件,⑤が 1 件であった.ｶﾝﾌｧﾚﾝｽを実施した 1 年では①が 7 件,②が 7 件,③が 4 件,④が 6 件であった. 
【まとめ】結果から報告件数は同じであったが転倒件数が半分に減少した.要因としては,ｶﾝﾌｧﾚﾝｽを実施するこ

とでﾘﾊﾋﾞﾘ情報と看護師情報を共有し対策を講じた事が転倒対策に繋がったと考える.転落件数が増えた要因

としては,対策を講じていたが患者が予測以上の行動をとった為,防ぐ事が困難であったことが挙げられる.今
回は,1 年間という短い間でしか調査できておらず有意義な結果には至らなかった.しかしｶﾝﾌｧﾚﾝｽ開始前に比

べると後の方は転倒により骨折し手術に至るという結果には繋がっておらず,対策がある程度有効であった

のではないかと考える.またｶﾝﾌｧﾚﾝｽを通して,他部門との情報共有を行うことでﾁｰﾑ医療の重要性を改めて実

感できた.今回はﾘﾊﾋﾞﾘとして身体的側面の検証を主に行ったが,今後は,認知機能や術後せん妄状態など様々

な転倒要因の検証･分析を行い,看護師その他ｽﾀｯﾌと情報共有することで転倒転落の減少･適切な環境ｾｯﾃｨﾝｸﾞ

によるｾﾝｻｰｺｰﾙの無駄鳴り減少などにつなげる事ができるような有効なｶﾝﾌｧﾚﾝｽを実践していきたいと考え

る. 

セッションⅧ—4 運動器Ⅱ                 1 月 29 日(日) 13：15～14：05 
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学  会  長 吉野 哲一 医療法人 燈来会 大久保病院 

実行委員長 秋山 健太 訪問看護ステーション ビオス 

事 務 局 長 佐尾山 諭 医療法人 徳寿会 鴨島病院 

実行委員 

奥野 剛史 専門学校 健祥会学園 

舩越   稔 
医療法人 きたじま倚山会  

きたじま田岡病院 

佐々木 乃亜
医療法人 きたじま倚山会  

きたじま田岡病院 

亀井 志保 
医療法人 きたじま倚山会  

きたじま田岡病院 

石井 もも 
医療法人 きたじま倚山会  

きたじま田岡病院 

広長 那菜 
医療法人 きたじま倚山会  

きたじま田岡病院 

辻岡 千知 
医療法人 きたじま倚山会  

きたじま田岡病院 

八木 瑞希 
医療法人 きたじま倚山会  

きたじま田岡病院 

大岡 誠延 医療法人 徳寿会 鴨島病院 

学会評議委員 

（徳島県） 

井上 俊子 
医療法人 同志社  

小松島病院 

細川 友和 
医療法人 同志社  

リハビリテーション大神子病院 
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